
岩手県新技術等活用促進事業実施要領 

（目的） 

第１ この要領は、岩手県内の建設業者が創造的・独創的知識や研究の成果を生かし、独

自に開発した新技術・新工法や新製品（以下「新技術等」という。）について、公共事

業への活用が可能かどうかを審査した上で登録を行い、広く情報提供するとともに活用

工事における評価結果を公表し、今後の公共・民間事業における活用機会の拡大を図り、

もって県内の建設業者の育成及び活性化に資することを目的とする。 

（定義） 

第２ この要領において、「新技術等」とは、従来技術に代わる新たな技術や工法、並びに

新しく開発された施工材料や製品等のうち、次の項目のいずれかについて改善又は配慮

がなされており、かつ公共事業等で活用できるものをいう。 

(1) 安全・安心 (2) 環境 (3) 情報化 (4) コスト縮減・生産性の向上

(5) 公共工事の品質確保・向上 (6) 景観 (7) 伝統・歴史・文化

(8) リサイクル

 （新技術等の登録） 

第３ 岩手県県土整備部長（以下「部長」という。）は、公共事業等で利用が可能な新技術

等で次のいずれの基準にも適合すると認められるものを、新技術等として登録すること

ができるものとする。ただし、岩手県再生資源利用認定製品を除く。 

(1) 県内に本社を有する建設業者が独自に開発したもの

(2) 岩手県公共工事共通仕様書、ＪＩＳ規格、またはこれに準ずるその他の技術基準に

適合したもの

２ 前項の登録にあたっては、別に定めるところにより公募するものとし、新技術等の登

録を受けようとする者（以下「登録申請者」という。）は、新技術等に係る登録申請書

を部長に提出しなければならない。 

３ 部長は、第１項の登録をしたときは、登録申請者に対し通知するとともに、当該登録

に係る新技術等の名称、当該登録を受けた者（以下「登録事業者」という。）の氏名又

は名称並びに事業所の所在地等を公表するものとする。 

４ 第１項の登録は、原則として毎年度１回行うものとする。 

 （登録期間）  

第４ 第３第１項の規定に基づく登録の有効期間は、登録を受けた日が属する年度の翌年

度末（３月末日）までとする。 

 但し、登録期間が１年６月に満たない場合は、更に翌年度末とする。 

２ 登録期間が満了する新技術等については、登録の更新ができるものとする。 



 （変更の届出） 

第５ 登録事業者は、新技術等の申請事項に変更があったときは、当該変更が生じた日か

ら３０日以内に、部長にその旨を届け出なければならない。 

（登録の取消し） 

第６ 部長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、新技術等の登録を取り消

すことができる。 

(1) 登録されたものが第３第１項の基準に適合しなくなったとき。

(2) 登録されたものが施工又は製造されなくなったとき。

(3) 登録事業者が第５の届出をしなかったとき。

(4) 登録事業者が正当な理由なく第 10 の報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。

(5) 登録事業者が偽りその他不正の手段により登録をうけたとき。

（技術情報の提供） 

第７ 部長は、登録した新技術等について公共事業所管部局内での情報共有を図り活用に

努めるほか、国や市町村、民間等に対し積極的に技術情報の提供を行い、公共事業等に

おける活用機会の拡大を促進するものとする。 

 （活用工事における評価結果の公表） 

第８ 部長は、登録した新技術等が県土整備部所管工事において活用された場合は、新技

術等の優位性等について評価を行い、その結果を公表するものとする。 

（技術管理協議会からの意見の聴取） 

第９ 部長は、第３第１項の登録を行うにあたり、必要があると認めた場合は、県土整備

部技術管理協議会（以下「協議会」という。）から意見を聴くものとする。 

 （報告） 

第 10 部長は、この要領の実施に必要な限度において、登録申請者及び登録事業者に対し、

新技術等の技術基準への適合状況その他必要な事項の報告を求めることができる。 

 （補則） 

第 11 この要領に定めるもののほか、この要領の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 附則 

この要領は、平成１７年８月５日から施行する。 

この要領は、平成１８年２月１０日から施行する。 

この要領は、平成１９年５月１８日から施行する。 

この要領は、平成２０年４月１０日から施行する。 
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岩手県新技術等活用促進事業における第22回公募（令和6年度）により登録された場合のスケジュール（予定）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

申請受付～登録 申請受付【令和6年6月17日まで(必着)】

●審査

★登録決定

〇活用実績の評価 〇活用実績の評価

★更新登録

情報発信 ●県ホームページ

・登録新技術の技術情報掲載

・年度末には活用工事における評価結果をまとめ公表する

●出前プレゼン　※災害対応等により開催しない場合があります　（令和２～5年度開催なし）

・県内数箇所で実施（登録業者のプレゼン希望件数により調整）

・県、市町村の土木等職員＋建設業協会地方支部会員（現場代理人クラス）の参加

●新技術等活用報告会　※災害対応等により開催しない場合があります　（令和２～5年度開催なし）

・例年開催されている土木技術研究発表会に時間を確保し、報告会を開催

・県、市町村の土木関係職員等の参加

令和６年度 令和７年度
項目

令和８年度 令和９年度

初回登録期間（翌年度末まで）

更新後の登録期間




